
  

三    賃 金
一   賃金の一般的傾向
(1)   名目賃金の動向

一 常用労働者の賃金について本年の一般的な傾向を概観すると,賃金水準は,前年よりその上昇率を鈍化し
ながらも引続きかなり増加し,また実質賃金も,物価の停滞の関係も加わつて,前年にくらべ顕著な上昇率を
示した。二五年,二六年には実質賃金の上昇率が労働生産性の上昇率に及ばなかつたのに対して,二六年-二
七年には逆に労働生産性の上昇率を上廻る実質賃金の上昇がみられ,また本年における消費者物価指数,卸
売物価指数の停滞によつて労務費比率指数に前年よりも増加の傾向を見せている。しかしこのような平
均水準の上昇の内部には新しい傾向があらわれており,後述のような給与性格の変化とともに賞与制度の
普遍化等に伴つて特別給与支給の季節性はさらに明確化し,また終戦後著しくその格差をちぢめた労職間
その他の賃金絡差は若干拡大してきている。

二 まず毎月勤労統計による昭和二七年一月-十二月の常用労働者一人あたり月間現金給与総額をみると,本
年調査産業総数一四,四三四円,製造業一三,五一六円で,前年に比べそれぞれ二〇・六％,一七・七％の増加
となつている(第四〇表)。

第40表 年月及び調査産業総数,製造業別現給与総額及び指数
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この増加は,二五年から二六年にかけての増加率に比べれば,かなり鈍つたけれども,しかしなお賃金水準が
確実な足どりで増加しつつあることを示すもので,これは前述のような雇用量の伸び悩み,生産上昇の鈍化
に比べて対照的である。

三 この傾向は現金給与総額のみでなく定期的給与についても現れており,二七年の平均給与は前年に比べ
て調査産業総数二〇・六％増,製造業一八・三％増で現金給与総額とほぼ同水準またはこれを上廻る増加
を示したことは,二五年以後臨時的給与が定期的給与を上廻つて上昇していたことにくらべて極めて特徴
的である。

このような定期的給与の増加傾向は年間平均についてのみでなく,年間の趨勢としても見得るところで,一
部の産業のストによる一〇,一一月の微減をのぞいては大体一貫して増加をしている(第四一表)。

第41表 調査産業総数,製造業別「きまつて支給する給与」額及び指数
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三    賃 金
一   賃金の一般的傾向
(2)   実質賃金の動向

四 右のような名目賃金の増加線本年における消費者物価の一般的保合と相俟つて実質賃金の向上をもた
らした。すなわち,月間現金給与総額による年間平均実質賃金指数は,二二年基準で調査産業総数三〇七・
六,同じく製造業は三一七・四と前年に比べそれぞれ一四・九%,一二・二%の増加となつている。

この増加率は二五年頃までの傾向に比べれば小さいが,前年よりも高く,また動乱勃発時と比較すれば,調査
産業総数で二五・一%,製造業二四・五%の増加でそのため,製造業生産労働者の戦前基準(昭和九-十一年=
一〇〇)実質賃金税込み指数は本年はじめて戦前水準を上廻る一〇二・三を示すに至つた。

(注) 二八年二月戦前基準消費者物価指数が改訂され実質賃金指数もこれに基きすべてさかぼつて改訂さ
れた(第四三表)。

第42表 調査産業総数及び製造業における実質賃金指数の推移
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第43表 戦前基準賃金指数

五 以上は税込給与額による算定であるがこれを税引きの手取り額によつてみれば所得税法の改正により
前年よりもさらに増加を示している。すなわち,労働省給与構成調査による現金給与総額からの法定控除
(所得税,健康保険,厚生年金保険及び失業保険の保険料)率は,二七年八月において調査産業総数一二・五％
(うち所得税八・七％で,これを二五年十月の一四・六％,うち所得税一〇・七％に比べれば労働者の購買力
として現われる手取り賃金は一層僧加している(第四四表)。
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第11図 賃金水準と物価水準

第44表 調査産業総数及び製造業控除額推移

六 なお実質賃金の増加要因を賃金と物価に分けてみると,二五年とくに上半期は物価の低落と名目賃金の
増加によつて上昇し,二六年は名目賃金の大巾な増加にも拘らず物価高騰によつて実質賃金の増加を抑制
したのに対し,本年に安定した物価水準の下に,名目賃金増加の要因によつて賃金の購買力が増加した点が
異つている。
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また生計費の変動において大きな比重を占める食料物価の騰貴は微弱であつたから食料賃金指数(賃金の
食料購買力)は大巾の増加を示し,食料需要の非弾力性によりこれらの増加した賃金から生じた購買力が,後
述のように食料以外の費目に,または食料の質的向上に向けられたものと考えられる(第四五及び四六表並
びに労働者生活状態の項参照)。

第45表 C.P.I(全都市総合)及び各名目賃金の対前年変動率

第46表 食料賃金指数

この面で本年における給与の増大-毎月勤労統計の対象に含まれる産業規模の労働者約四五〇万人のみで
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前年よりも毎月平均約百億円の増加となる-は,消費財産業に対する国内市場の拡大をもたらす上に貢献し
たことが看取される。
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三    賃 金
一   賃金の一般的傾向
(3)   賃金不払の状況

七 なおここで,賃金不払の動向をみると,労働基準局が把握した賃金不払はドツジライン下の二五年上半期
を峠にその後漸減し,二七年一-六月の各月把握平均件数は一,四一三件となつたが,その後再び増加し,七-十
二月には一,五六七件を算している。またその不払金額は,各月四億円平均で前年に比べて二倍に近い。

ただその解決率はむしろ向上し,未解決で残つている件数は金額と共に減少の一途を辿り,二七年年末で二,
九三二件,約三億円で,ともに前年末より減少はいちじるしい(第四七表)。

第47表 賃金不払件数及び解決状況
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三    賃 金
二   賃金水準変動の諸特徴
(1)   特別給与の季節性の明確化と賞与制度の普遍化

八 以上のように賃金水準に一般的に上昇傾向にあるが,一面その内部には末年特別給与支給の季節性の明
確化と普遍化その他の新しい傾向があらわれている。

すなわち,本年賃金水準の増加は,特別給与においでも定期的給与においてもほぼ同率であつたことは前述
の通りであるがこのような変化のうちでも,とくに特別給与が夏季年末に一層高額に,他の月にはさらに微
少になつてきている。

九 特別給与の定期的給与に対する比率を年間平均でみると,二二-二三年のインフレーション期にはかなり
高い水準にあつたのが,二四-二五年の安定計画実施期においては減少し,二六年以降再び増加した。これを
年内各月の傾向でみると,二二‐二三年においては,物価騰貴に追いつく生活賃金の支給が特定の月によら
ずに行われたのに対し,二四-二五年には年末の特別給与を除いて各月ともほぼ同じ割合を持続し,その後二
五年末から盆暮の特別給与の支給が明確化してきて二七年に入るとその傾向は一層顕著になり,反面他の
月には比率の減少をみせるに至つた(第四八表)。

第12図 特別に支払われた給与のきまつて支給する給与に対する比率

第48表 調査産業総数,年月別「きまつて支給する給与」に対する「特別に支払われた給与」の比率
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なおその支給状況においては,(1)特別給与,特に賞与支給事業所の増加,(2)賞与の平均給与額の増加,(3)賃金
額階級別事業所分布の集中,の三点にあらわれている。(以下六,七月及び一二月の特別給与を概見するが鉱
業,金融業及び保険業その他若干の産業においては賞与月は他の月であることがあり,必ずしも,六,七,一二
の三ヵ月には限らないことが注意さるべきである。)

一〇 二七年六,七月における特別給与を支給した事業所は全体の四九・三%,一二月同じく六九・七%でこ
れは前年の三一・八%,六二・八%をかなり上廻つている。

さらにまた「賞与」の名称で支給した事業所は一二月には,全事業所の四三・八%で,昨年の二倍に近い増
加である。(第四九表)

第49表 夏期年末賞与並びに臨時給与を支給した事業所の割合
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一一 また調査産業総数における全労働者一人あたり特別給与額は二七年六月二,七六〇円(前年同月一,九
五一円)七月三,三五七円(同一,九九九円)一二月九,八六七円(同七,六二〇円)とかなり増加した。これには支
給されない事業所の労働者を含めているが,支給された事業所のみでは一人あたり六万七,二八八円,七月
九,八二三円,一二月一一,七八〇円で前年よりも約二四%増加した。「賞与」として支給した事業所の一人
平均額は六,七月期が前年よりも三割弱の増加であり,これは大規模事業所で特に顕著である。(第五〇表)

第50表 夏期,年末支給労働者一人平均特別給与額及び賞与

一二 さらに夏季及び年末の特別給与を支給した事業所における一人平均支給額による事業所の分布によ
ると,一般に特別給与の平均が次第に五,〇〇〇円-一五,〇〇〇円に集中してくる傾きがあり,一方では五〇,
〇〇〇円以上支給する事業所がありながらも階級間の事業所分布は縮少しつつあるといえる。(第五一表)

第51表 夏季年末一人平均賞与並びに臨時給与の階級別事業数の割合
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三    賃 金
二   賃金水準変動の諸特徴
(2)   給与制度の変更

一三 つぎに給与構成の動向についてみると,給与制度の合理化は戦後一貫した課題となつていたが,従来の
傾向は本年もさらに進められたようにうかがわれる。

これを給与構成調査によつてあとづけると,基本給を年齢,学歴,勤続,能力,役付,職種,一定の等額,総合決定
の八種に整理した調査産業総数総労働者のうける給与種類別労働者比率は,二五年十一月においては労働
者一人あたり一・九種であつたが,二七年八月には一・七種に減少した。また同じく家族給,単身者世帯主
別給,通勤給,住宅給,地減給,税保険料負担給,その他生活補助給の七種に整理した生活補助給は,二五年の一
人あたり一・○種から二七年〇・九種に減少した。

そして実際には同じ能力給でも,技能給と能力補正給とが一本化する,奨励給の中で能率給と臨時加給金が
合併する,というように各給与内部の細分された体系が統合されているから,体系の整理は右以上に進行し
ているとみられる。(第五二表)

第52表 給与種類別支給労働者数の総労働者に対する比率
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第13図 調査産業総数における規模及び給与種類別1人平均月間現金給与構成比率
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一四 調査産業総数のうち支給労働者の割合が増えたのは職種給,精皆勤給,税保険料事業主負担給であり,
逆に減少したのは年齢勤続年数により定められる給与,能力給,役付給,一定額給,その他大部分の生活補助
給である。

これらは更に産業別,労務者・職員別にみると,給与種類の減少と共に業績給的体系の確立,生活補助給的給
与の廃合の動きがみられる。

一五 次に同じ給与構成調査により実際に支給された定期的給与額において右の給与種類別に一人あたり
給与額比率の現状をみると,前年に引続き基本給の増加,生活補助給の減少が進行しており,その現象は特に
小規模事業所において強く現われている(第五三表)。
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第53表 調査産業総数における規模及び給与種類別1人平均月間現金給与構成比率

生活補助給の比率九・五％は二五年の一四・一％に比べればかなりの減少であるが同時に基本給は五
九・三％から六四・五％へと伸張した。
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三    賃 金
二   賃金水準変動の諸特徴
(3)   男女間,労職間の賃金格差
(イ)   男女間の賃金格差

一六 つぎに賃金の以上のような傾向をさらに男女別,労職別,その他でみると,そこには,前項で述べたよう
な給与制度の変化傾向などを反映して,かなり違つた動きがあらわれている。

まず,男女別賃金の動向についてみると,元来,男女間の平均月間給与に差をもたらす要因は,(1)両者の年齢
構成,(2)経験度乃至熟練度,(3)労働移動率,(4)労働時間数,(5)職務の重要度等多数あるが,この格差は,最近に
おいても調査産業総数で女子は男子の四五％前後で殆ど変化は認められない(第五四表)。

第54表 調査産業総数及び製造業男女別賃金格差の推移
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しかし,これを製造業管理事務及び技術労働者と生産労働者でみれば,後者の間では格差の変化が認められ
ないのに,前者においては,格差がやや開いており,また二四年頃には特別給与支給月(六,七月)でも殆ど差が
つかなかつたのに対し,二七年においてはその差が現われできている。

一七 このように職員層で強く格差があらわれていることは,男女間の直接的な差等から来たものでなく前
述のような職務の重要度に応ずる給与部分の増大その他の間接的要因から生じたものであるとみるべき
である(第五五表)。

第55表 労職及び男女別賃金格差の推移
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なお男女同一労働同一賃金原則の実施状況を統計的に検証するためには周密な統計資料を必要とするが,
最近明らかにされた主要都市における職業別賃金調査結果では,同一職業同一年令階級または経験年数階
級別にみると,その差は少なく,とくに年令経験年数の少い労働者間の男女差は微弱となつている。但しこ
の差も産業,企業等の男女別労働者数の差が入つているから実質的にはこの層については殆んど差がない
と考えられる(第五六表)。

第56表 一般事務員新制高校卒18歳～19歳年齢層性別給与及び労働時間比較
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三    賃 金
二   賃金水準変動の諸特徴
(3)   男女間,労職間の賃金格差
(ロ)   労務者と職員の賃金格差

一八 つぎに管理事務及び技術労働者と生産労働者の間の格差についてみると,これも全体としてはやや拡
大傾向にあるといえる。すなわち生産労働者は前者に対し二二,二三年頃は七〇%を超えていたのに対し,
二七年においではこれを下廻るに至つている。

さらにこれを男女別に比較すると,女子よりも男子において格差が一層開いており,また定期給与よりも特
別給与においてさらに強く現われている。

この理由もまた前記男女間格差の主要因と同じく給与の性格が職務給的要素を濃化していることの反映
とも考えられ,労職自体の格差が生じたと速断出来ない。

(注)二五,二六年の両年には調査されていない。また二四年までの調査は職員,労務者の定義で調査され
た。

一九 このように男子職員層と労務者層の間の賃金差が開いてきたことに給与階級別分布が拡がりつつあ
ることを示すものであるが,これを全体的に巨細に把握し得る調査は行われていないので適確には現わし
難い。ただ総理府統計局「消費実態調査」(FIES)による全国二八都市勤労者の世帯主(平均四〇歳前後と
されている)の勤め先からの収入と毎月勤労統計全労働者の平均給与額とを比較すると,世帯主の勤め先か
らの収入は二七年年間平均で前年よりも二六%増加しているのに対し毎月勤労統計調査産業総数男子労
働者の現金給与総額は一八%の増加であり,これから判断して年令別の格差は最近拡大していることが推
察される。

しかし右の二種の統計は,調査対象の区域,産業,事業所規摸等による労働者範囲の差異があるから厳密な格
差変動比率をいい得るものでなく,一般的傾向の一徴表として解釈すべきである。
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三    賃 金
三   産業別,規模別格差の変動
(1)   産業別賃金の傾向

二〇 以上,本年における賃金の一般的傾向について,概略的にこれを説明したが,つぎにこれを産業別,規模
別にみると,そこにはかなり違つた動きが観られる。すなわち,産業別上昇率にはかなりの差がみられると
ともに,その変動率の振幅は,前年よりも一般に大きくなつており,また,規模別には,一部には拡大の分野も
見受けられるが全般的には拡大鈍化の兆が強くなつている。

二一 まず,産業別の傾向について述べることからはじまると,一般に景気の沈滞ないし下降現象を呈する時
においても賃金のうごきは他の生産諸要素価格と異つて硬直的で,変動しにくいものであるが,本年は,(1)
景気の影響の産業間における不均一性と違時性(タイム・ラッグ)(2)前述のような生産設備の充実,技能,熟
練度の増大,或いは企業競争の激化に由来する生産性の向上差,(3)産業別に存する労使の相対的交渉力の
差,等の要因がさらに明確化したことによつて,産業間の格差変動を生ぜしめることになつた。

二二 これを毎月勤労統計産業大分類でみると,前年に比べて最も増加の著しいのは運輸通信その他の公益
事業の二八・〇%増(現金給与総額による,なお定期的給与でに二五・一%,以下同じ)であり,次いで鉱業二
四・五%(二一・二%)金融業及び保倹業二〇・〇%(一九・三%)製造業一七・七%(一八・三%)で,最も低い
のは卸売及び小売業二・九%(一七・五%)となつている。

二三 またこれらの動きをさらに詳細にみるために,標準産業分類の中分類別に一〇-一二月の対前年同期上
昇率で二六,二七両年を比較すると(二五年九月以前には日本標準産業分類による表章が得られない)その
二七年における最大特徴は,(1)現金給与総額で前年においてはその殆どが二割以上の増加を示したのに二
七年は殆ど保合の産業から四割増加の産業に至るまで及んでおり,また定期的給与でも同じく前年には一
割五分から三割増の中にあつたのに,本年に五分から三割五分までへと著しい拡散をみせたこと,(2)前年は
現金給与総額の増加率が定期給与の増加率を超えていたのに対し本年はむしろその逆で,特別給与支給余
力の伸び悩みを露呈しており,その例外となつたのは電気機械器具製造業,輸送用機械器具製造業等の二七
年においても比較的好調の産業に限られたことである。

二四 これら産業別変動をさらに一〇-一二月について前年同期と比較すると,一般経済活動の労働経済への
衝撃とその反作用を通じてグループ別に様々な変化がみられた。

第57表 給与種類及び平均給与額変動率別産業分布
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三    賃 金
三   産業別,規模別格差の変動
(1)   産業別賃金の傾向
(a)   景気停滞の影響を強く受けた産業

二五 まず,紡織業,第一次金属製造業,卸売及び小売業の如き,いわいる動乱ブームの恩恵にあずかつた産業
にあつては,その後の調整過程に入り,賃金においても,前年の増加と対照的に著しい上昇の鈍化を記録し
た。

とくに紡織業は二七年春にはじまる綿紡の操短によつて,労働生産性は向上し,年末三ケ月を前年と比較す
れば定期的給与の増加は八・五%に上つたが特別給与をこれに含めれば三・三%の増加にすぎない(年間
平均の比較で,前年平均より約一六％増加したのは二六年における賃金引上げが後半に行われ,二六年年間
では低位にあるためである)。

紡織業のうち,特に悪影響をうけた綿及びスフ紡績業は定期給与では三・八％の増加であるが,現金給与総
額としては特別給与の減少によつて二・四％の減少となつた。また製糸業は保合,綿及びスフ織物業は定
期給与では一四・一％増と同じ紡織業内部でもさまざまである。

二六 第一次金属製造業は,一部では生産制限を余儀なくされ,現金給与総額は二六年末は二五年末より三割
以上増加したのに本年は四・四％増に止まり定期給与では九・四％の増加となつた。なかんずく製鉄,製
鋼及び圧延業は鉄鋼不振の漫性化と原料高製品安に企業系列結成の胎動をみせつつ賃金引上げを抑制し
結局現金給与総額では保合,定期的給与では八・一％の増加に止つた。

二七 卸売及び小売業は,曾て貿易商事部門の異常な活況により,二六年夏季特別給与では産業最高となり労
働者一人平均五万円以上を支給した事業所が数ヶ所みられたが,その後百貨店の好況を除いては,貿易の萎
縮,激甚な競争,資金繰りの困難等から前年のような大巾な特別給与を支給し得ず現金給与総額は四・七%
増定期的給与では一一・二%増であつた。

二八 これらの産業のほか,前年末には二五年末に比べ現金給与総額で四割以上,定期的給与で三割近く増加
したのに本年では前年に比べ,現金給与総額は保合,定期的給与で一二・二%増加した紙及び類似品製造業,
また同じく前年現金給与総額,定期的給与ともに三割増加したのに,本年は現金給与総額,定期的給与で五・
五%増加した衣服及び身廻品製造業,さらに木材及び木製品製造業もまた理由は多様だが「賃金変動の調
整過程」を辿つた産業であるといえよう。
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三    賃 金
三   産業別,規模別格差の変動
(1)   産業別賃金の傾向
(b)   比較的好調を持した特需及び財政投資関連産業

二九 電気機械器具(製造業,輸送用機械器具製造業,精巧機器製造業(医療機械,理化学機械,写真機,光学機械
器具及び時計製造業)等の業態は比較的堅実であり,賃金の増加はいずれも平均以上で昨年にみられたと同
様の推移を示した。

すなわち電気機械器具製造業は政府需要,特需,需源開発等で一般的に活況に恵まれ,現金給与総額は二七年
末三ケ月平均で前年同期よりも二四・四%,定期給与も一八・二%増加した。

三〇 また例年政府財政需要の影響を強くうける輸送用機械器具製造業は同じく政府需要,特需に加えて計
画造船の進行で生産が伸張し,賃金は現金給与総額で前年末よりも二七・五%増と前年同様の伸張をみせ
た。特に鋼船製造及び修理業,自動車及び附属品製造業は現金給与総額でそれぞれ三二・一%,三一・二%
の大巾な増加であり,定期的給与も両者ともに約一八%増となつた,さらに鉄道車輌製造業もまた現金給与
総額,定期的給与ともに二一%増で前年同様の傾向を示した。精巧機械器具製造業は生産輸出すべて上向
過程にあり現金給与総額二三・九%,定期的給与二〇・三%で定期的給与の増加率はこれまた前年と同様
であつた。
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三    賃 金
三   産業別,規模別格差の変動
(1)   産業別賃金の傾向
(c)   必ずしも賃金の大巾増加をみせない消費財産業

三一 後述の労働者家計分析において示されるように本年家計財購入量に増加しており,この需要を背景に
二七年においては消費財生産産業の拡大が行われことは既に述べた通りであるが,これらの影響は,賃金に
おいては,必ずしも明瞭に現われていない。

いま煙草製造業,食料品製造業,印刷及び類似産業について例示すると,まず煙草製造業は生産販売ともに向
上し,二七年において特別給与(生産報奨金)は三,六及び七,九,一二月の四回にわたり支払われて,その金額
は九月には一人約二五〇〇円に達した。二七年一〇-一二月平均を前年同期と比較すると現金給与総額二
四・八%,定期的給与三一・七%の増加であり,これをさらに現行ベース採用が二六年後半であることを考
慮に入れれば,年間平均の比較ではこの増加率はさらに拡がる。

三二 これに反して民間産業である食料品製造業では,前年より生産,販売高ともに増加したが,賃金では二
六年末から二七年末各三ヵ月の比較では現金給与総額一一・九%,定期的給与一〇・八%増である。夏季
年末以外の各月とも一人平均一,○○○国内外の特別給与が支払われている点は,金額が比較的多い点で特
徴的であるが,全体としての伸張度の低位は煙草製造業と対照的である。これは前年同期間に現金給与総
額で,約四割の大巾増加を来した調整ともみられるが同時に煙草製造業と異つて統一的,独占的組合組織を
欠除していることを考慮さるべきである。印刷出版及び類似産業は食料品製造業よりは向上し現金給与
総額で二二・九%増であるが定期的給与においては七・一%の増加に止つている。
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三    賃 金
三   産業別,規模別格差の変動
(1)   産業別賃金の傾向
(d)   その他の産業

三三 鉱業,運輸通信その他の公益事業は,その大部分が全国的労働組合の力を背景として平均的にはかなり
の賃金引上げが行われた。

第14図 賃金変動の3種類

鉱業特に石炭鉱業においては設備の改善が進行し,一人あたり出炭量は増加し,この面から能率賃金を増大
せしめつつ他面,基準賃金の自然的増加により,二六年年間平均に対し,二七年は現金給与総額二四・三%,
定期的給与二一・七%の増加となつた。但し二七年末三ケ月と二六年同期の比率では二七年末一〇月分
からの七%賃金引上げと特別給与五,〇〇〇円支給が決定したが,その前の長期の賃金引上げ争議により,そ
れぞれ一四・三%減,一七・八%減となつた。

金属鉱業の増加はこれを年末三ヵ月で比較すると,二五年から二六年にかけ現金給与総額で三八・〇%,定
期的給与で三三・五%増加したのに対し,二六年から二七年には,それぞれ,一三・五%,九・五%で全平均に
比べはるかに低い。

三四 電気業は現金給与総額で一六・三%,定期的給与二一・一%増加しているが,これは前年の変化よりも
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僅かに少い。しかし一二月に約一九%の賃金引上げが行われたことを勘案すれば,賃金増加はかなり進め
られているといえよう。

運輸業の現金給与総額における増加は二七・三％の大巾に上つたが,このうち地方鉄道及び軌道業は現金
給与総額四三・二％,定期的給与三〇・五％増加し官業である鉄道業もまたそれぞれ二四・三％,二一・
七％とかなりの増加をみせた。

三五 これに反し,道路貨物運送業の賃金増加が三％前後に止つたことは新な企業間の競争による影響とし
て注目されている。

一般製造業のうち皮革及び皮革製品製造業は年間を通じ雇用の減退を伴いつつも生産は増大しており,賃
金の変化は前年の傾向よりも好転し,特に現金給与総額,定期的給与とも昨年が他産業よりも微増であつた
のに対し本年は二割以上の増加となつている。

三六 その他機械製造業,ゴム製品製造業,ガラス及び土石製品製造業,化学工業,木材及び木製品製造業等は
いずれも企業合理化あるいは資本設備拡充によるコスト切下げが進行し,若くは企業経営に悪化の兆がみ
え,賃金増加が抑制された産業である。

三七 なお金融及び保険業は終戦直後においては製造業平均賃金と大差ない水準となり,次いでインフレー
ション終熄後には製造業の五割を超えるに至つたが,二五年年央から銀行に対し給与引上げに一定の基準
が設けられるに至り,賃金は騰貴を弱めた。しかしながら銀行経理状況の好転に伴う給与引上げその他に
より金融及び保険業の現金給与総額に一〇-一二月平均で一カ年に二一・八％,定期的給与で同じく一七・
六％増加し,再び製造業との格差を拡げ始めた。

三八 建設業は前年と比較することが不可能であるが(建設業が毎月勤労統計の調査対象となつたのに昭和
二七年一月以降である)年内の傾向としてはかなり上向きでとくに二七年下期に至りその傾向が強い。す
なわち定期的給与では一-三月を一〇〇として七-九月一一二・五,一〇-一二月一一八・〇であり,この間の
月間労働時間が一-三月平均一七九時間から一〇-一二月平均一九二時間へと長くなつているのを考慮し
て,一時間あたり現金給与総額でみても七-九月一〇四・七,一○-一二月一〇九・六であつて製造業の増加
率に比較して二倍以上となつている。

この動きは建設業が建築ブームに引続き需源開発,防衛建設等で好況を持続し,企業経理が好転したことの
賃金面への反映と考えられる。

三九 なお以上の各産業別の動きは産業間の格差を変動せしめ,これを製造業を基準として昭和二二年から
比較し得る旧産業分類でみると,(1)鉱業,ガス電気水道業,運輸通信業の拡大,すなわち昭和二四年または二
五年への接近傾向,(2)商業は一貫し,建設業は反転してそれぞれ製造業への接近傾向が現われている(第五
八表)。

第58表 産業大分類別現金給与総額格差
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三    賃 金
三   産業別,規模別格差の変動
(2)   規模別賃金の傾向

四〇 つぎに規模別の傾向についてみると,労働者数の事業所規模による賃金格差は朝鮮動乱後一貫して開
きつつありこの傾向は本年も大体継続しているが,下半期以降やや鈍化の兆がみえる。毎月勤労統計の製
造業一人あたり現金給与総額で五〇〇人以上規模事業所に対する比率をみると,三〇人-九九人事業所は二
五年七-一二月の六五・五％から二六年同期六一・一%,二七年には四-六月六〇・三%,一〇-一二月五八・
六%となつている

しかし傾向としでは一〇月頃からその傾向は鈍化し始め,更に同じように大規模事業所と格差の開いてき
た一〇〇～四九九人の規模では同じ鈍化傾向が年央から現われで年末には反転するに至つた。これは月
間定期的給与でも,また労働時間の差をなくすために時間当りの定期的給与においてみても,或いは特別給
与においても同様である(第五九及び六〇表‐一)。

第59表 製造事業所規模別賃金格差の変動
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第60表-1 規模別一人当り年間特別給与合計

四一 ただ製造業の事業所規模別賃金は,(1)その規模差の中に産業差が組み込まれており,産業別賃金変動
が規模格差の変動に結果する面があり,また,(2)事業所の規模は企業の規漠には一致しないなどの理由で,
これだけをもつて中小企業の賃金水準を云々することが出来ないことを注意すべきである。

なお,右の動きを毎月勤労統計の特掲産業別で比較すると,金属鉱業,製糸業,自動車及び附属品製造業,鉄道
車輌製造業では規模別賃金差の拡大傾向が,逆に石炭鉱業,織物業,硫安製造業,製鉄製鋼及び圧延業,鋼船製
造及び修理業では縮少傾向が現われている。

四二 さらに失業保険料申告書による賃金統計で製造業三〇人未満事業所の比率をみると,二七年五月の結
果では五〇〇人以上事業所に対し二〇-二九人五四・九%,一〇-一九人五一・○%,九人以下四九・二%で
あり,前年同月の五六・六%,五二・〇%,四九・七%に比較して格差は一〇人未満を除き拡大している(第
六〇表-二)。

第60表-2 製造業小規模事務所月間給与総額
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四三 小規模事業所の賃金水準は右に現われたように平均して大規模事業所に比べて低く,産業によつては,
二七年五月においても平均六,〇〇〇円以下のものもみられる。

そしていうまでもなくこのような水準の相対的低さは,(1)経営形態の後進性,(2)恒常的金融難,(3)労働生産
性の低位性,(4)市況の浮動性,(5)組合組織の未発達に加えて,(6)労働者の非近代的性格(季節労働,短時間労
働,副業的労働,職人,徒弟制度等),さらに,(7)慢性的な非熟練労働力の供給過剰状況その他各種の要因が伏在
していることによつているものであろう。

四四 次に,小企業事業所賃金調査(規模三〇人未満の産業が支配的である第六一表記載の産業についての調
査)によれば,調査産業合計で昭和二七年一〇月の対前年同月比は一一五%を示している。これに対しで毎
勤による製造業定期給与は同期間に一一六%の上昇であつて,小規模に特有な産業の賃金の上昇率は必ず
しも悪くない。

またこれら調査産業合計の一事業所当り雇用者数の増加率は同期間で一〇三・八%となつており賃金の
上昇と共に小企業における雇用の増大を示しているものといえよう。

四五 なお最低賃金制度審議のため,昭和二五年一一月労働省に設置された中央賃金審議会は,翌二六年七月
に最低賃金制度は一般産業を対象にするものと,これを適用することが因難な低賃金業種の労働者を対象
とするものの二本建とし,さしあたり後者から実施すべきこととし,また家内労働者に対する最低賃金制も
並行して審議することを決定した。

そして二七年一一月に先ず絹人絹織物製造業,家具製造業,手漉和紙製造業及び玉糸座繰生糸製造業の四業
種にもそれぞれ専門審議会を設置して,これらの業種に対する最低賃金制の審議を行つている。

第61表 小企業産業の賃金上昇率

昭和27年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和27年 労働経済の分析



  

三    賃 金
四   臨時,日雇労働者及び屋外労務者の賃金

四六 以上主として三〇人以上の労働者を雇用する事業所における常用労働者の賃金の動向についてその
諸傾向をみたが,つぎにこれらの常用雇用労働部門以外の臨時,日雇労働者或いは屋外労務者の賃金の傾向
について述べると,そこには常用労働者と屡々異つた変動があらわれている。
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三    賃 金
四   臨時,日雇労働者及び屋外労務者の賃金
(1)   臨時労働者の給与

四七 まず臨時労働者は,朝鮮動乱勃発後に大量の雇用増大が行われたのを契機として,各方面の注目を浴び
たが,その賃金は二五,二六年ともに常用労働者給与の増大に及ばない。これを失業保険保険料申告書によ
る賃金統計であとずけると,二五年一一月から二六年同月にかけ全産業常用の一八・八%の増加に対し短
期日雇(日雇労働被保険者)は一〇・一%の増加にすぎなかつた(第六二表-一)。

第62表-1 年月及び被保険者種類別月間給与総額

四八 二七年に入つても,常用労働者の賃金が前記の如く順調であつたのに対し,日雇労働者の賃金増加は遅
れている。すなわち,毎月勤労統計によると調査産業総数では常用労働者の定期的給与に比べて臨時及び
日雇労働者の賃金(日雇労働被保険者と定義は同じ)は一-三月平均六一・二%から七月頃まで保合つたが,
その後臨時日雇の賃金は殆ど上らず,年末三カ月平均では五九・四%になつた。製造業では一-三月平均六
五・二%から一〇-一二月平均六二・五%へと低下しでいる。(第六二表-二)これは日額(一日当り額)によ
る格差であつて,月額においての差はさらに拡がり,短期雇用,臨時及び日雇労働者賃金に失業人口の増大時
においでは労働需給の不均衡から格差を拡大する傾向がある。

第62表-2 常用・臨時別1日あたり給与の推移
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三    賃 金
四   臨時,日雇労働者及び屋外労務者の賃金
(2)   屋外労務者の賃金

四九 次に屋外労務者の賃金は業種及び職種によりかなりの上昇差を示している。これを日額平均賃金で
示すと,二四年頃から二五〇円前後に停滞していた建設業は,二六年八月二八九円,二七年二月三〇六円と増
加し,一一月には遂に三六二円を示すに至り,毎月勤労統計による常用労働者の増加よりも強く上昇した。

第63表 屋外労務者1日平均給与推移
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これに対し陸上運送業は二五年以来同じく微増或いは停滞を続けていたが二七年に入つても前年の水準
を保ち,一一月に入つて漸く前年八月より九％増の四九三円に達し,毎月勤労統計の道路貨物運送業と概ね
同一の経過をとつた。

港湾運送業は前二者に半ばして一一月に五四四円で,前年八月に比し一二九％増であつた。(第六三表)

五〇 次にこれを職業別でみると,建設業では,前年八月に対し,一一月に最も強く上つたのは土工(三六・
〇％増)軽作業人夫(三〇・九％増)重作業人夫(二九・二％増)石工(二八・七％増)左官(一九・二％増)であ
り,塗装工(一六・三％増)板金工(一四・一％増)は比較的低位であつた。港湾運送業においてはターリーマ
ン(三〇・七％増)雑役(一九・二％増)を除いてはいずれも一〇-一五％増であり,又陸上運送業も貨物自動
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車助手(六・九％増)貨物積卸作業員(一三・二％増)のほかは保合である。

第64表 職業別1人平均1日手取賃金及び税込み賃金の推移

第65表 屋外労務常用及び日雇の比較
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このように本年上昇度の鈍かつた非熟練的単純労務が技能的職務の賃金よりも高く上つていることは注
目されるが,それも主として純日雇労務者よりは常用労務者の賃金増加によるものであり,例えば軽作業人
夫の昭和二七年一一月では前年八月に比べて日雇一二・九％増,常用四一・二％増,重作業人夫日雇一・
七％増,常用三四・三％増,しかもこの引上げも労働時間の増加によるものがあることを考えれば,日雇の単
純労務作業者の賃金は実質賃金として保合とみるべきであろう(第七四表)。

五一 なお,建設業が最も強く上つていることは既説の通りであるが,これは北海道,福島,岐阜,鳥取等の電源
開発,保安駐留関係地域における異常な増加が影響するところ大で,特に人夫,土工の如きは労務需給を反映
して,この地域が特に大であることも附記さるべきであろう。
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